
５年に１度の年金改革の狙いは？ 厚労省案

◆ ノルマを達成するために自腹で商品を買い取る「自

爆営業」について、厚生労働省はパワハラに該当す

る場合もあるとして指針に明記する方針だ。自爆営

業は法律上の規制が明確でなく、放置されている事

例も多い。企業に注意を喚起して未然防止を促す。

◆ 自爆営業は使用者としての立場を利用して、従業員

に不要な商品の購入を強要したり、ノルマを達成で

きない場合に自腹で契約を結ばせたりする行為を指

す。郵便局での年賀はがきの販売ノルマを発端に社

会的な関心が高まった。一部のコンビニでは売れ

残った恵方巻きやケーキの購入を求められる習慣

があるという。

◆ 厚労省は自爆営業をパワハラ防止に関する指針に

明記する。優越的な関係を背景とした言動、業務上

必要かつ相当な範囲を超えたもの、労働者の就業

環境が害されるもの、という３つの要件を満たすとパ

ワハラに該当すると盛り込む。自爆営業が直ちにパ

ワハラとなるわけではない。

◆ 近く労働政策審議会（厚労相の諮問機関）の雇用環

境・均等分科会に方針を示す。年内の了承と早期

の改正を目指す。

◆ 政府の規制改革推進会議は自爆営業について「行

政上の制裁がなく放置されてきた」と指摘した。６月

に閣議決定した規制改革実施計画では、パワハラ

防止への明記やパンフレットの作成、事業主への助

言・指導の必要性などを盛り込んだ。
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リスキリング取り組み状況
積極的な企業は１/４   民間調査

「自爆営業」はパワハラ

ノルマ達成のため自腹購入  厚労省明記へ

◆帝国データバンクが20日に発表したリスキリング（学

び直し）に関する企業の意識調査（2024年）による

と、リスキリングに積極的な企業は26.1%だった。政府

は支援を拡大してリスキリングを促すが、対応するた

めの時間や人手の確保に課題を抱える企業が少な

くないのが現状だ。

◆ 10月18～31日に全国２万７００８社を対象に調査し

た。うち1万1133社から有効回答を得た。

◆ リスキリングの取り組み状況について、「取り組んでい

る」と答えた企業は8.9％にとどまった。「取り組みたい

と思う」との回答は17.2％だった。「取り組んでいない」

とした企業は最多の46.1％だった。

◆取り組み際の課題（複数回答可）を聞くと、「対応す

る時間が確保できない」が42.1％で最も多かった。次

いで「対応できる人材がいない」（38.9%）、「必要なス

キルやノウハウがない」（30.9％）が続いた。

◆デジタル化が進み、日本の雇用慣習も変わりつつあ

る中でリスキリングの重要度は増している。政府は助

成率を引き上げるなどしているが、取り組み内容（複

数回答可）では「給付金・助成金などの申請・受給」

が17.5％にとどまった。

◆帝国データバンク情報統括部副主任は「従業員の

意欲向上策や通常業務との調整といった民間レベ

ルの工夫も必要だ」と指摘する。
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◆衆院総選挙以来「１０３万円の壁」が世間を賑わし
てしますが、社会保険では、パート労働者の適用
拡大と最低賃金の引き上げで働き控えを行う第3
号被保険者の対策が喫緊の課題で、キャリア助
成金の活用など進められています。今回、５年ごと
に見直す年金制度改革に向けた厚労省案が提
出されました。狙いは、将来、低年金で生活に困
る高齢者を減らすほか、老後の受給額の引上げ
と幅広い世代の就業促進を柱に据え、将来世代
の多くの人たちの受給増につなげようとするもの。

◆今回の年金制度改革の背景には、高齢化社会
の更なる進展と少子化に伴う人口減少社会への
移行がある。制度改革の要点は大きく３つある。
①基礎年金の底上げ

厚生年金の受給者を含め全ての人が受け取
る基礎年は、現状の経済状況が続くとしたら、将
来の受け取り水準が３割下がる予測なので、財
政が比較的安定している厚生年金の積立金の
一部と追加の国庫負担を基礎年金に投入し底
上げを図る。

②「働き控え」を減らす
パート労働者は現在、企業規模が51人以上、

月額賃金が標準報酬月額で8.8万円以上（年収

106万以上）、所定労働時間が週20時間以
上、などの要件をすべて満たせば社会保険
に加入する義務がある。改正案では、「週20
時間以上働く人は原則として社会保険に加
入する」というルールに見直す。それでも、週2
0時間の手前で働き控えが起こる可能性があ
るので、実際の月収で13万円（年収156万円
）未満のパート労働者に、労働者側の社会保
険料の負担を企業が肩代わりできる仕組み
をつくる。加えて、在職老齢年金制度を縮小
し、満額受給できる人を増やし、高齢者の就
労意識を削がないようにする。

③高所得者の負担増で年金財政の安定化
賞与を除く年収798万円以上の人の厚生

年金保険料を増やす。現状、厚生年金保険
料の標準報酬月額の上限65万円を75～98
万円に引き上げる。

◆高齢化社会が進展し、社会保障給付費の増
加は仕方がないが、企業、被保険者からの徴
収額の増大も限界に近づく。20２５年度の通常
国会に法案提出を目指すも、少数与党の下で
は、その政策の実現は簡単とは言えない。
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かじめ絞られて表示されるので、大量のデー
タから検索することもなくなり、ユーザーの待

ち時間も減少する成果が得られました。こう
することで顧客満足も上昇し、オペレーター

の負担も減少しました。

２）デジタル化による企業体質の変化
このようにデジタル化による成功体験を得

ることで、企業体質はデジタルファーストへと

変化していきます。その結果、現場が協力

的になり、DXの実現が近づきます。それは、

システムへの不満が、ユーザーの立場で解
決してくれるツールとしてデジタルが顕在し

たからです。

現場での「あるある」の１つに、業務システ
ムに対するネガティブなイメージがあります。

業務の効率化を実現することでユーザーの
不満を解消することもDX実現への大切な一
歩なのです。現場の業務を親身になって改

善すると、業務のデジタル化やデータ活用

に対して、社員のモチベーションも向上して

いきます。

Chapter ２ 企業体質を
デジタルファーストにしよう！

８．生産性を上げるシステム改善
１）業務効率が上がって、データも取得できる

DXの実現に向けて、現状と理想のギャッ
プを埋め、実際に業務システムを改修する

することで、どのような成果が得られるかを

考えてみましょう。

デジタル化することでまず現れる効果はコ

スト削減です。例えば、あるコールセンター
では、ユーザーからの問い合わせに対して、

過去の類似質問を検索して、ユーザーに回

答していました。しかし、問合せが来るたび
に過去の質問と回答を検索することになり、

業務効率が上がらず、ユーザーの電話待ち
時間も増えてしまいました。そこで、問合せ
のレコメンドシステムを導入しました。ユー

ザーが電話で問い合わせた内容を、音声で

認識し自動的に社内データベースに問合

せ、質問と回答がオペレーターのPCにポッ
プアップで通知されます。関連範囲があら
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雑感：さて、今年も残すところわずかになってき

た中、ロッキード事件の捜査で活躍された元東

京地検特捜部検事で、退官後弁護士をされて

いた堀田力氏（享年90歳）の訃報が届いた。田

中角栄元首相が受託収賄罪などに問われた戦

後最大の疑獄事件と言われたロッキード事件を

指揮し、「カミソリの堀田」と呼ばれました。退官

後は、「さわやか福祉推進センター」設立し、高

齢者らの暮らしを支えるボランティア活動の普

及に取り組まれた。かって、堀田氏にあこがれ

た自分を思い出し懐かしさを覚えました。安ら

かにお休みください。合掌

携帯：090-1517-7758 FAX：092(512)6452 
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★★★イノベーションサポート

のコンセプト★★★

イノベーションサポートは、戦略実現型人
事マネジメントへの変革､組織・人材の開発・
活性化の事業を推進・サポートをいたしま

す。

★★★コンサルティング実績

●経営戦略・ビジョンづくり
  物流サービス企業/

中期経営計画づくり～
業績管理の仕組み構築

  広告代理店/
年度経営計画の策定

         ～業績管理の定着支援

●人事マネジメントシステム構築
マンションメーカー/

年俸制と目標管理制度
          の導入・定着化支援

医療機器商社/
人事処遇制度改定と

人事諸制度見直し支援

●研修、セミナー
  情報システム企業/

次世代ビジネスリーダー養成研修
  官公庁/「会計 決算書の読み方」 研修

  ほか

デジタル
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９．効果を測定するには

１）KPIを設定し、改善運用を進める

DXプロジェクトの計画書には、ビジネスプロ

セスとそれを支える業務システムを定期的に

改善できるような運用体制を盛り込むことが

大切です。定期的に改善と計測が行われな

ければ、正しくデータが取得できたか判断で

きません。そのためKPIを設定しましょう。

業務システムの改善でよく使用するKPIは、

削減できた時間数です。削減時間が大きくな

れば、それだけ業務システムが活用されてい

ることになり、すなわちデータが集まっている

状態です。削減時間は、現場の責任者と共

同で確認していくのが良いでしょう。このほか

にもデータのレコード数、アップロードされたド

キュメント数など、数字で判断できる指標なら

どれでも構いません。そして、どのようなKPIを

改善していくのかを、DX計画書に記載してい

きます。KPIを設定することで改善の施策が

正しかったかどうかが判断できます。更に、プ

レゼン時には、費用対効果を意識した運用

デジタル化により、効率化だけでなくデータ化も進む

がなされることの証明にもなります。

２）継続して改善できる体制づくり

DX計画書にKPIを記載したら、どの

ようにKPIを測定していくか、つまり、

業務システムのKPIを定期的に報告

して、次の施策を判断する意思決定

プロセスを計画書に盛り込むというこ

とです。例えば、２週間に１回定例報

告会を設け、KPIを報告し、現場の担

当者とDXの推進担当者とが一堂に

会し議論しましょう。

また、業務システムによっては、改

修による影響を調査する必要もあり、

関係者と個別に交渉していては非効

率ですので、「関係者を集めてKPIを

刷り合わせる会議体」の運用体制を

記載します。運用で重要なのは、コ

ミュニケーションの回数です。業務シ

ステムを開発したらそれで終わりでは

なく、データが取得できているか継続

して確認していくようにしましょう。


